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1. 2026年度 第１四半期決算の概要  

2027年 3月期 第１四半期決算短信 

業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ 

2. 投資単位の引下げに係る検討の要請及び「更なる少額投資の実現に向けた制

度・実務ワーキング・グループ」の設置について 

 

※上記項目のうち１は１２：００公表、２は１５：３０公表 

 

 

 

以  上 
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業績ハイライト

営業収益 営業利益 当期利益*

50.8％ Up 73.3％ Up 73.6％ Up

（百万円）

営業費用

22.4％ Up

* 親会社の所有者帰属分
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2025年度
2026年度予想

当初予想 7月28日修正 当初予想比

営業収益（百万円） 198,735 205,000 241,500 +17.8%

営業費用（百万円） 83,598 91,000 97,500 +7.1%

営業利益（百万円） 116,289 115,000 145,500 +26.5%

当期利益*1（百万円） 79,139 77,500 98,500 +27.1%

１株当たり当期利益 76.81 円 75.85 円 96.40 円 -

一株配当 61 円 61 円 77 円 +26.2%

配当性向 79.4% 80%程度 80%程度 -

2026年度の業績予想

主な商品の一日平均売買代金・取引高等

2025年度
2026年度予想

当初予想 7月28日修正 当初予想比

株券等*2 （売買代金） 7兆5,243 億円 7兆5,000 億円 10兆2,000 億円 +36.0 %

TOPIX先物（取引高） 89,529 単位 86,000 単位 87,000 単位 +1.2 %

日経225先物*3（取引高） 137,175 単位 136,000 単位 136,000 単位 （変更無し）

日経225オプション （取引金額） 288 億円 255 億円 300 億円 +17.6 %

長期国債先物（取引高） 45,286 単位 51,000 単位 51,000 単位 （変更無し）

*1 親会社の所有者帰属分
*2プライム、スタンダード、グロース、TOKYO PRO Marketにおける普通株式及びETF・ETN/REIT等の立会内及び立会外の一日平均売買代金。
*3 日経225mini （10分の1で計算）及び日経225マイクロ先物（100分の1で計算）を含む。

• 営業収益、営業利益及び当期利益が2026年4月28日に公表した業績予想を上回る水準であることから、以下の

とおり業績予想の修正を実施。
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上場関連収益
＋758

営業収益の状況

取引関連収益
＋10,480

（百万円）
情報関連収益

+1,241

システム
関連収益

＋75清算関連収益
＋9,484

43,451

65,515

前年同期比
+22,063（+50.8%）

FY2025
1Q

FY2026
1Q

• 日本株市場の活況を受けて、取引及び清算関連収益が拡大。

• 金利スワップ取引の担保管理から得る収益等が清算関連収益の増加に寄与。

その他
＋23

・株券等 ： +10,513
・金融デリバティブ ： +127
・コモディティ・デリバティブ ： △159

・新規・追加上場料 ：+426
・年間上場料 ：+331

・arrownet利用料 : +7
・コロケーション利用料 : +128
・その他* : △36

* システム開発・運用に係る収入等

・金利スワップ取引担保管理収益等：+4,895
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営業費用の状況

（百万円）
その他
+2,987

不動産関係費*2

+9
人件費
+725

23,146

システム
維持・運営費

＋538

減価償却費
及び償却費

△18

18,903

FY2025
1Q

FY2026
1Q

*1 金利スワップ取引担保管理収益等のうち、参加者返戻分を「その他の営業費用」に計上。
*2 IFRS第16号「リース」に基づいて減価償却費に計上している不動産関係費の一部を、不動産関係費に組み替えて表示。

前年同期比
+4,242（+22.4％）

• 金利スワップ取引の担保管理にかかる清算参加者への返戻額*1の増加等により、その他
の営業費用が増加。

・金利スワップ取引担保管理費用等：+3,179
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市況動向（現物）

株券等一日平均売買代金（兆円）の推移 市場区分別の一日平均売買代金

FY2025 FY2026

1Q 1Q 前年同期比

立
会
内

プライム
内国株

4.55 兆円 10.01 兆円 +120.1 %

スタンダード 1,770 億円 2,133 億円 +20.5 %

グロース 2,046 億円 2,052 億円 +0.3 %

ETF・ETN等 2,534 億円 4,904 億円 +93.6 %

立会外 7,898 億円 14,309 億円 +81.2 %

株券等
（立会内外）

全体*2
6.01 兆円 12.39 兆円 +106.2 %

*2 プライム、スタンダード、グロース、TOKYO PRO Marketにおける普通株式及びETF・
ETN/REIT等の立会内及び立会外の一日平均売買代金。

4月 5月 6月

■/■：2026年度*1 ■/■：2025年度*1

*1 赤色・濃いグレーはそれぞれ2026年度・2025年度におけるプライム市場（立会内における内
国株）の売買代金。
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市況動向（デリバティブ）

月間取引高の推移（億単位）の推移 主な商品の一日平均取引高等

FY2025 FY2026

1Q 1Q 前年同期比

TOPIX先物
（ラージ）

8.8 万単位 9.2 万単位 +5.2 %

日経225先物
（ラージ）

6.4 万単位 5.7 万単位 △11.4 %

日経225
（ミニ）

79.8 万単位 69.0 万単位 △13.5 %

日経225
オプション

273 億円 445 億円 +63.1 %

JGB先物
（ラージ）

4.3 万単位 5.2 万単位 +22.8 %

金融デリバティブ
合計取引高

1.07 億単位 1.21 億単位 +12.9 %

取引単位換算後*2 0.24 億単位 0.23 億単位 △3.8 %

金先物（標準） 3.6 万単位 1.3 万単位 △64.2 %

原油先物 0.5 万単位 0.3 万単位 △36.3 %

コモディティ・
デリバティブ
合計取引高

469 万単位 227 万単位 △51.6 %

取引単位換算後*2 349 万単位 141 万単位 △59.5 %
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*2 各商品の取引単位に応じて、ミニ商品の取引高を10分の1に、マイクロ商品の取引高を
100分の1にして合算。

■/■：2026年度*1 ■/■：2025年度*1 ー：（参考）日経平均VI（平均）

*1 青色・濃いグレーはそれぞれ2026年度・2025年度における金融デリバティブの取引高。

4月 5月 6月
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本資料は、株式会社日本取引所グループ（以下「当社」という）に関する情報提供のみを目的とす
るものであり、国内外を問わず証券の募集や勧誘を目的とするものではありません。当社証券は1933
年米国証券法に従って登録がなされたものでも、また今後登録がなされるものでもなく、1933年米国
証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集
又は販売を行うことは許されません。

本資料には、将来に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料作成時点における入
手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提としており、かかる記述
及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。また、事業戦略
など、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実
性が含まれております。そのため、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありませ
ん。当社は、これらの将来の見通しに関する事項を常に改定する訳ではなく、またその責任も有しま
せん。

ディスクレーマー



2027年３月期  第１四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）
2026年７月28日

上場会社名 株式会社　日本取引所グループ 上場取引所  東

コード番号 8697 ＵＲＬ  https://www.jpx.co.jp/

代表者 （役職名）取締役兼代表執行役グループＣＥＯ （氏名）山道　裕己

問合せ先責任者 （役職名）広報・ＩＲ部長 （氏名）高田　雅裕 （TEL）03（3666）1361

配当支払開始予定日 －

決算補足説明資料作成の有無：有

決算説明会開催の有無      ：無

（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 65,515 50.8 43,716 73.3 44,062 74.1 30,174 71.8 29,567 73.6 30,189 72.2

2026年３月期第１四半期 43,451 7.7 25,233 8.3 25,310 8.7 17,560 8.7 17,029 8.0 17,530 8.1

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

 2027年３月期第１四半期 28.81 －

 2026年３月期第１四半期 16.42 －

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 67,538,582 334,339 321,138 0.5

2026年３月期 71,599,566 357,609 345,015 0.5

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 2026年３月期 － 25.00 － 36.00 61.00

 2027年３月期 －

 2027年３月期（予想） 38.00 － 39.00 77.00

（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 241,500 21.5 145,500 25.1 147,000 25.7 100,500 23.4 98,500 24.5 96.40

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（２）連結財政状態

（注）当社グループは連結子会社である株式会社日本証券クリアリング機構の清算業務に係る多額の「清算引受資産・負
債」及び「清算参加者預託金」等を資産、負債両建てで計上しております。「清算引受資産・負債」及び「清算参加者預
託金」等を除いた当社グループの財政状態につきましては、添付資料Ｐ.４「１.経営成績等の概況－（２）当四半期の財
政状態の概況」をご参照ください。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：有

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む）  2027年３月期１Ｑ 1,031,785,336株  2026年３月期 1,031,785,336株

②  期末自己株式数  2027年３月期１Ｑ 11,557,603株  2026年３月期 3,857,437株

③  期中平均株式数（四半期累計）  2027年３月期１Ｑ 1,026,314,876株  2026年３月期１Ｑ 1,037,164,921株

※　注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①　ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②　①以外の会計方針の変更                ：無

③　会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※　添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいて記載したものであり、実際の業績等は、今後の様々な要因により大きく異なる結果となる可能性

があります。
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（単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

(自 2025年４月１日
　至 2025年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 2026年４月１日
　至 2026年６月30日)

増減（％）

取引関連収益 17,356 27,837 60.4

取引料 14,504 24,647 69.9

現物 11,744 21,928 86.7

金融デリバティブ 2,434 2,553 4.9

TOPIX先物取引 446 455 2.1

日経平均株価先物取引（注） 943 872 △7.5

日経平均株価指数オプション取引 624 665 6.6

長期国債先物取引 502 607 20.8

その他 △82 △48 －

コモディティ・デリバティブ 325 165 △49.1

基本料 239 238 △0.7

アクセス料 1,579 1,881 19.2

売買システム施設利用料 1,007 1,045 3.8

その他 25 24 △5.0

１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当社グループの当第１四半期連結累計期間（2026年４月１日～2026年６月30日）の連結業績は、営業収益は655億15百

万円（前年同期比50.8％増）、営業費用が231億46百万円（前年同期比22.4％増）となったため、営業利益は437億16百万

円（前年同期比73.3％増）、税引前四半期利益は440億62百万円（前年同期比74.1％増）となりました。

また、法人所得税費用を計上した後の最終的な親会社の所有者に帰属する四半期利益は295億67百万円（前年同期比

73.6％増）となりました。

（営業収益の状況）

①取引関連収益

取引関連収益は、現物の売買代金並びに金融デリバティブ及びコモディティ・デリバティブの取引高等に応じた「取引

料」、取引参加者の取引資格に応じた「基本料」、注文件数に応じた「アクセス料」、利用する売買システム施設の種類

に応じた「売買システム施設利用料」等から構成されます。

当第１四半期連結累計期間の取引関連収益は、現物の売買代金が前年同期を上回り、取引料が増加したことなどから、

前年同期比60.4％増の278億37百万円となりました。

取引関連収益の内訳

（注）　日経225mini及び日経225マイクロ先物取引を含めております。

②清算関連収益

清算関連収益は、株式会社日本証券クリアリング機構が行う金融商品債務引受業に関する清算手数料等から構成されま

す。

当第１四半期連結累計期間の清算関連収益は、前年同期比88.9％増の201億50百万円となりました。
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（単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

(自 2025年４月１日
　至 2025年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 2026年４月１日
　至 2026年６月30日)

増減（％）

上場関連収益 3,760 4,519 20.2

新規・追加上場料 416 842 102.6

年間上場料 3,344 3,676 9.9

（単位：百万円）

前第１四半期
連結累計期間

(自 2025年４月１日
　至 2025年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 2026年４月１日
　至 2026年６月30日)

増減（％）

システム関連収益 3,404 3,480 2.2

arrownet利用料 896 904 0.8

コロケーションサービス利用料 1,571 1,700 8.2

その他 936 875 △6.5

③上場関連収益

上場関連収益は、新規上場や上場会社の新株券発行の際に発行額に応じて受領する料金等から構成される「新規・追加

上場料」及び時価総額に応じて上場会社から受領する料金等から構成される「年間上場料」に区分されます。

当第１四半期連結累計期間の上場関連収益は、新規・追加上場料及び年間上場料が増加したことなどから、前年同期比

20.2％増の45億19百万円となりました。

上場関連収益の内訳

④情報関連収益

情報関連収益は、情報ベンダー等への相場情報の提供に係る収益である相場情報料、指数ビジネスに係る収益等から構

成されます。

当第１四半期連結累計期間の情報関連収益は、相場情報料及び指数ビジネスに係る収益が増加したことなどから、前年

同期比15.4％増の93億11百万円となりました。

⑤システム関連収益

システム関連収益は、売買・相場報道等の各種システムと取引参加者・ユーザをつなぐarrownetに係る利用料、注文の

送信時間等の短縮による売買執行の効率化を目的として、システムセンター内に取引参加者や情報ベンダー等が機器等を

設置するコロケーションサービスに係る利用料等から構成されます。

当第１四半期連結累計期間のシステム関連収益は、前年同期比2.2％増の34億80百万円となりました。

システム関連収益の内訳

（営業費用の状況）

当第１四半期連結累計期間の人件費は、前年同期比13.4％増の61億57百万円となりました。

　システム維持・運営費は、現物及びデリバティブの売買システムをはじめとした各種システムの維持及び管理運用に係

る費用等から構成されます。システム維持・運営費は、前年同期比10.5％増の56億57百万円となりました。

減価償却費及び償却費は、前年同期比0.6％増の45億18百万円となりました。

　その他の営業費用は、前年同期比76.4％増の68億12百万円となりました。
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資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分

親会社所有者

帰属持分比率

2027年３月期第１四半期

2026年３月期

百万円

67,538,582 (419,320)

71,599,566 (453,661)

百万円

334,339 (306,391)

357,609 (329,661)

百万円

321,138 (293,190)

345,015 (317,067)

％

0.5 (69.9)

0.5 (69.9)

（２）当四半期の財政状態の概況

（資産、負債及び資本の状況）

　当社グループの資産及び負債には、株式会社日本証券クリアリング機構が清算機関として引き受けた「清算引受資産・

負債」及び清算参加者から担保として預託を受けた「清算参加者預託金」が両建てで計上されております。「清算引受資

産・負債」及び「清算参加者預託金」は、多額かつ清算参加者のポジションなどにより日々変動することから、当社グル

ープの資産及び負債の額は、これらの変動に大きな影響を受けます。その他、金融商品取引等の安全性を確保するための

諸制度に基づく「信認金」、「取引参加者保証金」及び「違約損失積立金」が資産及び負債または資本に両建てで計上さ

れております。

　当第１四半期連結会計期間末の資産は、「清算引受資産」が減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ４兆609

億84百万円減少し、67兆5,385億82百万円となりました。また、「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」

及び「違約損失積立金」を控除した後の資産は、前連結会計年度末に比べ343億40百万円減少し、4,193億20百万円となり

ました。

　当第１四半期連結会計期間末の負債は、資産と同様に「清算引受負債」が減少したことなどから、前連結会計年度末に

比べ４兆377億13百万円減少し、67兆2,042億42百万円となりました。また、「清算引受負債」、「清算参加者預託金」、

「信認金」及び「取引参加者保証金」を控除した後の負債は、前連結会計年度末に比べ129億74百万円減少し、1,001億97

百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間末の資本は、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上により増加した一方、配当金の支

払及び自己株式の取得により減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ232億70百万円減少し、3,343億39百万円と

なりました。また、「違約損失積立金」を控除した後の資本は、3,063億91百万円となりました。

参考

（注）　各指標における（ ）内は、資産合計は「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」及び「違約損失

積立金」、資本合計及び親会社の所有者に帰属する持分は、「違約損失積立金」をそれぞれ控除して算出した数値

です。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　①連結業績予想

2026年４月28日に開示しました「2026年３月期 決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」に記載した連結業績予想数値を修正

することといたしました。詳細につきましては、本日開示しております「業績予想及び配当予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。

なお、本業績予想数値は、通期の１日平均売買代金・取引高について、株券等（注１）が10兆2,000億円、長期国債

先物取引が51,000単位、TOPIX先物取引が87,000単位、日経平均株価先物取引（注２）が136,000単位、日経平均株価指

数オプション取引が300億円であることを前提に策定しております。

（注１）　プライム市場、スタンダード市場、グロース市場及びTOKYO PRO Market並びにETF、ETN及びREIT等に係る売

　　　　　買代金（立会内外含みます。）。

（注２）　日経225mini及び日経225マイクロ先物取引高は日経平均株価先物取引における取引高へ換算しております。

　②配当予想

当社は、2027年３月期の１株当たり配当予想につきまして、普通配当77円に修正することといたしました。詳細につ

きましては、本日開示しております「業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

なお、当社は、金融商品取引所グループとしての財務の健全性、清算機関としてのリスクへの備え、当社市場の競争

力強化に向けた投資機会等を踏まえた内部留保の重要性に留意しつつ、業績に応じた配当を実施することを基本とし、

具体的には、配当性向を60％以上とすることを目標としております。
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前連結会計年度
（2026年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2026年６月30日）

百万円 百万円

資産

流動資産

現金及び現金同等物 110,471 66,297

営業債権及びその他の債権 24,666 33,816

清算引受資産 63,401,208 60,506,980

清算参加者預託金特定資産 7,716,198 6,583,783

信認金特定資産 549 549

その他の金融資産 164,010 164,610

その他の流動資産 3,990 3,425

流動資産合計 71,421,095 67,359,463

非流動資産

有形固定資産 12,264 11,627

のれん 69,360 69,360

無形資産 30,286 30,802

退職給付に係る資産 － 23

持分法で会計処理されている投資 21,276 21,886

違約損失積立金特定資産 27,948 27,948

その他の金融資産 3,617 3,637

その他の非流動資産 6,816 6,842

繰延税金資産 6,900 6,990

非流動資産合計 178,471 179,119

資産合計 71,599,566 67,538,582

２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書
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前連結会計年度
（2026年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2026年６月30日）

百万円 百万円

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 8,668 5,943

社債及び借入金 52,493 52,495

清算引受負債 63,401,208 60,506,980

清算参加者預託金 7,716,198 6,583,783

信認金 549 549

取引参加者保証金 10,827 12,731

未払法人所得税等 23,404 14,466

その他の流動負債 16,687 14,619

流動負債合計 71,230,038 67,191,571

非流動負債

退職給付に係る負債 7,484 7,565

その他の非流動負債 4,313 4,993

繰延税金負債 120 112

非流動負債合計 11,918 12,671

負債合計 71,241,956 67,204,242

資本

資本金 11,500 11,500

資本剰余金 38,929 38,924

自己株式 △4,092 △20,402

その他の資本の構成要素 625 641

利益剰余金 298,052 290,475

親会社の所有者に帰属する持分合計 345,015 321,138

非支配持分 12,594 13,201

資本合計 357,609 334,339

負債及び資本合計 71,599,566 67,538,582
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 前第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年６月30日)

百万円 百万円

収益

営業収益 43,451 65,515

その他の収益 145 374

収益計 43,596 65,889

費用

営業費用 18,903 23,146

その他の費用 10 1

費用計 18,914 23,147

持分法による投資利益 550 974

営業利益 25,233 43,716

金融収益 141 436

金融費用 64 89

税引前四半期利益 25,310 44,062

法人所得税費用 7,750 13,888

四半期利益 17,560 30,174

四半期利益の帰属

親会社の所有者 17,029 29,567

非支配持分 530 606

四半期利益 17,560 30,174

１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） 16.42 28.81

希薄化後１株当たり四半期利益（円） － －

（２）要約四半期連結損益計算書
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 前第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年６月30日)

百万円 百万円

四半期利益 17,560 30,174

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する

金融資産の公正価値の純変動
△30 15

その他の包括利益（税引後） △30 15

四半期包括利益 17,530 30,189

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 16,999 29,582

非支配持分 530 606

四半期包括利益 17,530 30,189

（３）要約四半期連結包括利益計算書

- 8 -

株式会社日本取引所グループ(8697)
2027年３月期第１四半期決算短信



親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式
その他の資本の

構成要素

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年４月１日時点の残高 11,500 38,935 △4,305 536

四半期利益 － － － －

その他の包括利益（税引後） － － － △30

四半期包括利益合計 － － － △30

自己株式の取得 － － △14,799 －

配当金の支払 － － － －

その他 － △4 355 －

所有者との取引額合計 － △4 △14,444 －

2025年６月30日時点の残高 11,500 38,930 △18,749 505

親会社の所有者に帰属する持分
非支配持分 資本合計

利益剰余金 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年４月１日時点の残高 294,157 340,823 10,324 351,148

四半期利益 17,029 17,029 530 17,560

その他の包括利益（税引後） － △30 － △30

四半期包括利益合計 17,029 16,999 530 17,530

自己株式の取得 － △14,799 － △14,799

配当金の支払 △30,292 △30,292 － △30,292

その他 － 350 － 350

所有者との取引額合計 △30,292 △44,741 － △44,741

2025年６月30日時点の残高 280,894 313,081 10,855 323,937

（４）要約四半期連結持分変動計算書
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親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式
その他の資本の

構成要素

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年４月１日時点の残高 11,500 38,929 △4,092 625

四半期利益 － － － －

その他の包括利益（税引後） － － － 15

四半期包括利益合計 － － － 15

自己株式の取得 － － △16,672 －

配当金の支払 － － － －

その他 － △4 362 －

所有者との取引額合計 － △4 △16,310 －

2026年６月30日時点の残高 11,500 38,924 △20,402 641

親会社の所有者に帰属する持分
非支配持分 資本合計

利益剰余金 合計

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年４月１日時点の残高 298,052 345,015 12,594 357,609

四半期利益 29,567 29,567 606 30,174

その他の包括利益（税引後） － 15 － 15

四半期包括利益合計 29,567 29,582 606 30,189

自己株式の取得 － △16,672 － △16,672

配当金の支払 △37,144 △37,144 － △37,144

その他 － 357 － 357

所有者との取引額合計 △37,144 △53,459 － △53,459

2026年６月30日時点の残高 290,475 321,138 13,201 334,339

- 10 -

株式会社日本取引所グループ(8697)
2027年３月期第１四半期決算短信



（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（セグメント情報）

①一般情報

　当社グループは、金融商品取引所事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

②製品及びサービスに関する情報

　（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項「（営業収益）」に同様の情報を開示しているため、記載

を省略しております。

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

百万円 百万円

減価償却費及び償却費 4,490 4,518

（キャッシュ・フローに関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費及び償却費は、次のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

百万円 百万円

取引関連収益 17,356 27,837

清算関連収益 10,665 20,150

上場関連収益 3,760 4,519

情報関連収益 8,069 9,311

システム関連収益 3,404 3,480

その他 194 217

合計 43,451 65,515

（営業収益）

　「営業収益」の内訳は以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

百万円 百万円

人件費 5,432 6,157

システム維持・運営費 5,119 5,657

減価償却費及び償却費 4,490 4,518

その他 3,860 6,812

合計 18,903 23,146

（営業費用）

　「営業費用」の内訳は以下のとおりです。
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1 

 

  

 2026年７月 28日 

各 位   

 会 社 名 株 式 会 社  日 本 取 引 所 グ ル ー プ 

 代表者名 取締役兼代表執行役グループ CEO 山道 裕己 

 （コード 8697 プライム市場） 

 問合せ先 広報・ＩＲ部長   髙田 雅裕 

 （ Ｔ Ｅ Ｌ  ( 0 3 ) 3 6 6 6 － 1 3 6 1） 

   

 

   

業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ 

 

 

当社は、2026年４月 28日に開示しました 2027年３月期（2026年４月１日～2027年３月 31日）の

通期連結業績予想及び配当予想について、下記のとおり修正することとしましたので、お知らせいた

します。 

 

記 

 

１．2027年３月期通期連結業績予想数値の修正（2026年４月１日～2027年３月 31日） 

                                                               

 営業収益 営業利益 税引前利益 当期利益 
親会社の所有者に帰

属する当期利益 

基本的１株

当たり当期

利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

205,000 

百万円 

115,000 

百万円 

116,000 

百万円 

80,000 

百万円 

77,500 

円 銭 

75.85 

今回修正予想（Ｂ） 241,500 145,500 147,000 100,500 98,500 96.40 

増減額（Ｂ－Ａ） 36,500 30,500 31,000 20,500 21,000  

増 減 率 （ ％ ） 17.8％ 26.5％ 26.7％ 25.6％ 27.1％  

（参考）前期連結実績 

（ 2 0 2 6 年 ３ 月 期 ） 
198,735 116,289 116,918 81,409 79,139 76.81 

 

２．修正の理由 

 2026年４月 28日に開示しました「2026年３月期 決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」（以下、「前回開示

資料」といいます。）に記載した連結業績予想数値の前提となる通期の１日平均の売買代金・取引高

について、最近の市況動向を踏まえ、株券等（※１）を 10 兆 2,000 億円（前回開示資料比 2 兆

7,000億円増）、長期国債先物取引を 51,000単位（同変更無し）、TOPIX先物取引を 87,000単位（同

1,000 単位増）、日経平均株価先物取引（※２）を 136,000 単位（同変更無し）、日経平均株価指数

オプション取引を 300億円（同 45億円増）に見直すこととし、上記のとおり、通期連結業績予想を

修正いたします。 

※１ プライム市場、スタンダード市場、グロース市場及びTOKYO PRO Market並びにETF、ETN及び 

REIT等に係る売買代金（立会内外含みます。）。 

※２ 日経225mini及び日経225マイクロ先物取引高は日経平均株価先物取引における取引高へ換算 

しております。 
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３．配当予想の修正について 

当社は、金融商品取引所グループとしての財務の健全性、清算機関としてのリスクへの備え、当

社市場の競争力強化に向けた投資機会等を踏まえた内部留保の重要性に留意しつつ、業績に応じた

配当を実施することを基本とし、具体的には、配当性向を 60％以上とすることを目標としておりま

す。 

上記方針のもと、2027 年３月期の１株当たり配当予想について、今回の連結業績予想の修正によ

り親会社の所有者に帰属する当期利益の増額が見込まれることから、以下のとおり修正いたします。 

 

 
年間配当金 

第２四半期末 期 末 合 計 

前 回 予 想 30.00円 31.00円 61.00円 

今 回 修 正 予 想 38.00円 39.00円 77.00円 

前 期 実 績 

（2 0 2 6 年３月期） 
25.00円 36.00円 61.00円 

 

 

ご注意：本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいて記載したものであり、実際の業績等は、今後の様々な要因により大

きく異なる結果となる可能性があります。 

 

以 上 



 

 

２０２６年７月２８日 

各  位 

 

株式会社 東京証券取引所 

 

 

投資単位の引下げに係る検討の要請 

及び「更なる少額投資の実現に向けた制度・実務ワーキング・グループ」の設置

について 

 

当取引所は、本日付で、投資単位が５０万円以上の上場会社代表者あてに、改め

て、投資単位の引下げに向けた株式分割の検討について要請を行いました。 

あわせて、「更なる少額投資の実現に向けた制度・実務ワーキング・グループ」

を設置し、より一層の少額投資を実現するための具体的な施策等に関して、検討

を行うこととしましたので、お知らせいたします。 

 

 

（別添） 

資料１ 「投資単位の引下げに係るご検討のお願い」（上場会社代表者あて通知） 

資料２ 「更なる少額投資の実現に向けた制度・実務ワーキング・グループ」に

ついて 

 

以  上 

 

【本件に関するお問合せ先】 

株式会社 東京証券取引所 上場部・株式部 

０３－３６６６－０１４１（代表） 

 



 

東 証 上 場 第 ２ ８ 号 

２０２６年７月２８日 

上 場 会 社 代 表 者  各 位 

株式会社 東京証券取引所 

代表取締役社長 横山 隆介 

 

投資単位の引下げに係るご検討のお願い 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素は、当取引所の市場運営にご協力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 

ご高承のとおり、当取引所では、かねてより、個人投資家が投資しやすい環境を整備する観点

から、上場会社の皆様に対して、投資単位として「５０万円未満」の水準が望まれる旨をお示し

し、その水準への移行及び維持をお願いしております。 

２０２２年１０月には、投資単位の引下げに向けた株式分割の実施を改めてお願いするととも

に、２０２５年４月には、当取引所で設置した「少額投資の在り方に関する勉強会」での議論も

踏まえ、個人投資家においては、１０万円台までの引下げを期待する声が多い旨などもお示しし

ているところです。 

 

こうした中で、２０２２年１０月の要請以降、本年６月末日までに延べ約７６０社において、

株式分割の実施を決議いただいており、大幅な株式分割や複数回にわたる株式分割を実施いただ

いている上場会社も多数存在しております。多くの上場会社の皆様のご協力に、改めて御礼申し

上げます。 

 

しかしながら、近時の株価動向等の影響もあり、足元においてもなお投資単位が５０万円以上

の水準にある上場会社が約２７０社存在しており、政府において「資産運用立国」を推進する中

で、投資単位の引下げに関する取組みについては、引き続き重要な課題であると認識しておりま

す。 

 

 つきましては、投資単位が５０万円以上の水準にある上場会社の皆様におかれましては、投資

単位の引下げに向けて、改めて株式分割の実施をご検討くださいますようお願い申し上げます。 

 

※ 本通知は、２０２６年６月３０日時点で投資単位が５０万円以上の上場会社にお送りして

おります。直近において、株式分割を実施・決議いただいている上場会社の皆様も宛先に

含まれておりますが、ご容赦いただけますと幸いです。 

敬  具 



 

【別紙資料】 

○ 別紙１ 要請後の株式分割の実施状況 

○ 別紙２ 大幅な株式分割・株式分割を複数回実施した会社 

○ 別紙３ 投資単位が１００万円以上の会社（２０２６年６月３０日時点） 
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要請後の株式分割の実施状況

 ２０２２年１０⽉の投資単位引下げの要請後、株式分割を決議した会社はのべ７６２社（６⽉３０日時点）
 直近１年間に株式分割を決議した会社の約７０％が１０万円台までの引下げを企図

※ 2025年7⽉1日から2026年6⽉30日までに株式分割を決議した276社（外国株、TOKYO PRO Market、REITを除く）を対象に集計
※ 株式分割後の投資単位は、株式分割の開⽰日前日の投資単位を分割⽐率で除して算出

株式分割の開示日前日の投資単位 株式分割後の投資単位（試算）

10万円〜
10％

20万円〜
17％

30万円〜
12％

40万円〜
12％

50万円〜
36％

100万円〜
9％

10万円未満
4％

10万円未満
24％

10万円〜
46％

20万円〜
17％

30万円〜
9％

40万円〜
3％

50万円〜
2％

約70％が
10万円台を企図

別紙１
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大幅な株式分割を実施した会社
分割後の
投資単位
（試算）

開示日前日の
投資単位効⼒発⽣日開示日分割⽐率市場区分会社名コード

16,756418,9002023/7/12023/5/121︓25プライムＮＴＴ9432
115,9331,739,0002025/1/242024/12/241︓15プライムＳＨＩＦＴ3697
18,273274,1002026/1/12025/9/161︓15プライムＵＴグループ2146
27,725277,2502023/10/12023/8/101︓10プライムパーソルホールディングス2181

207,8502,078,5002024/4/12024/1/311︓10プライム富士通6702
101,0501,010,5002024/4/12024/2/61︓10プライム三菱重⼯業7011
216,9002,169,0002024/9/12024/4/111︓10プライムローツェ6323
18,590185,9002024/10/12024/4/251︓10プライムソフトバンク9434
56,800568,0002024/10/12024/8/81︓10プライム日本紙パルプ商事8032
47,200472,0002024/12/212024/10/251︓10スタンダード東邦レマック7422
60,400604,0002025/4/12025/2/181︓10スタンダードメタプラネット3350
44,650446,5002025/6/12025/4/231︓10スタンダードイクヨ7273
53,000530,0002025/10/12025/4/301︓10プライムＣＣＩグループ7381
79,800798,0002025/8/22025/7/171︓10グロースコンヴァノ6574
13,670136,7002025/10/12025/8/81︓10スタンダードトレードワークス3997
13,470134,7002025/9/12025/8/151︓10グロースコンヴァノ6574
72,300723,0002025/10/12025/8/271︓10スタンダードＵＬＳグループ3798
28,310283,1002025/11/132025/10/271︓10グロースイオレ2334

312,0003,120,0002026/1/12025/10/311︓10スタンダード伊勢化学⼯業4107
29,690296,9002026/4/242026/4/21︓10グロースアーキテクツ・スタジオ・ジャパン6085

434,3004,343,0002026/7/12026/5/121︓10プライム古河電気⼯業5801
147,4001,474,0002026/7/12026/5/251︓10プライムティラド7236

※ 2022年10月の投資単位の引下げの要請後に、10分割以上の株式分割を決議した会社を掲載
※ 商号及び市場区分は2026年6月30日時点
※ 株式分割後の投資単位は、株式分割の開⽰日前日の投資単位を分割⽐率で除して算出

別紙２
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株式分割を複数回実施した会社

株式分割の効⼒発⽣日（分割⽐率）市場区分会社名コード

2025/1/1（1︓2）、2026/4/1（1︓4）スタンダード日本電技1723

2023/4/1（1︓2）、2024/4/1（1︓5）プライム東亜道路⼯業1882

2024/5/1（1︓2）、2025/9/1（1︓2）スタンダード丸千代山岡家3399

2024/4/1（1︓3）、2026/4/1（1︓3）プライム川田テクノロジーズ3443

2022/12/27（1︓2）、2025/10/1（1︓2）プライムアズーム3496

2023/7/1（1︓2）、2025/1/1（1︓2）グロースヘッドウォータース4011

2023/11/1（1︓2）、2025/6/1（1︓2）プライムボードルア4413

2024/4/1（1︓2）、2026/4/1（1︓2）プライムノリタケ5331

2023/10/1（1︓3）、2026/3/1（1︓5）プライム芝浦メカトロニクス6590

2023/10/1（1︓2）、2026/4/1（1︓2）プライムＳＣＲＥＥＮホールディングス7735

2023/4/1（1︓3）、2026/10/1（1︓5）プライム東京エレクトロン8035

2024/2/21（1︓2）、2026/2/21（1︓3）プライムしまむら8227

2024/1/1（1︓2）、2026/8/1（1︓4）プライム三井住友トラストグループ8309

2024/10/1（1︓3）、2026/10/1（1︓2）プライム三井住友フィナンシャルグループ8316

※ 2022年10月の投資単位の引下げの要請後に、株式分割を複数回決議した会社（開⽰日前日の投資単位が50万円以上の場合に限る）を掲載
※ 商号及び市場区分は2026年6月30日時点
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投資単位が１００万円以上の会社（６月３０日時点）①
投資単位市場区分銘柄名コード

8,968,000プライムキオクシアホールディングス285A1

8,281,000プライムファーストリテイリング99832

8,126,000プライムディスコ61463

8,106,000プライムキーエンス68614

7,715,000プライム東京エレクトロン （※）80355

7,128,000プライムＳＭＣ62736

7,080,000プライムＭＡＲＵＷＡ53447

4,970,000プライムレーザーテック69208

4,255,000プライム三井⾦属57069

3,550,000プライム光通信943510

3,234,000プライムアドバンテスト685711

3,100,000プライムメイコー678712

3,080,000スタンダード精工技研683413

2,883,500プライムヒロセ電機680614

2,744,000スタンダード上村工業496615

2,741,000プライム堀場製作所685616

2,659,000スタンダードｓａｎｔｅｃ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ677717

2,595,000プライムＨＯＹＡ774118

2,468,500プライムダイキン工業636719

2,381,500プライムイビデン406220

投資単位市場区分銘柄名コード

2,252,000プライムユニオンツール627821

2,053,000スタンダード松本油脂製薬436522

2,015,000プライム太陽誘電697623

2,013,000プライム東京精密772924

1,805,000プライムダイヘン662225

1,780,500プライムＳＣＲＥＥＮホールディングス773526

1,770,000プライムレゾナック・ホールディングス400427

1,766,500プライムコナミグループ976628

1,756,000スタンダード那須電機鉄工592229

1,739,000プライムトーメンデバイス273730

1,734,500プライムシマノ730931

1,717,000スタンダード岡野バルブ製造649232

1,664,000プライム日本マイクロニクス687133

1,656,000スタンダード東洋合成工業497034

1,630,000プライムオルガノ （※）636835

1,593,000プライムシンフォニアテクノロジー650736

1,583,000グロース技術承継機構319A37

1,520,000プライム牧野フライス製作所613538

1,425,000プライム大成建設180139

1,386,000プライムサムコ638740

⻘⾊ハイライトは要請後に株式分割を実施済

（※）今後株式分割を予定（東京エレクトロン（2026/10/1、1:5）、オルガノ（2026/10/1、1:5））

別紙３
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投資単位市場区分銘柄名コード

1,375,000スタンダードイワブチ598341

1,351,500プライム富士電機650442

1,347,000プライムＳＷＣＣ580543

1,344,000スタンダードテラプローブ662744

1,268,000プライム東建コーポレーション176645

1,268,000プライムエンプラス696146

1,228,000プライム第一工業製薬446147

1,218,000プライム日置電機686648

1,213,500プライム大和工業544449

1,196,000スタンダードニッピ793250

1,189,000スタンダード木村工機623151

1,149,000スタンダード弘電社194852

1,139,500プライム村田製作所698153

1,137,500プライムサンケン電気670754

1,133,000プライムリクルートホールディングス609855

1,132,000プライム東京応化工業418656

1,126,000スタンダードフクダ電子696057

1,086,000プライムメック497158

1,085,500プライムＫＯＫＵＳＡＩ ＥＬＥＣＴＲＩＣ652559

1,080,500プライム大塚ホールディングス457860

投資単位市場区分銘柄名コード

1,077,000プライムＰＩＬＬＡＲ649061

1,070,500プライム日本特殊陶業533462

1,066,000スタンダードソフトウェア・サービス373363

1,052,000プライムメガチップス687564

1,052,000プライム松竹960165

1,038,500プライム東洋水産287566

1,034,500プライムアルバック672867

1,030,000スタンダード⻄川計測750068

1,019,000スタンダードソレキア986769

※ ファーストリテイリング（2023/3/1、1:3）、ディスコ（2023/4/1、1:3）、東
京エレクトロン（2023/4/1、1:3）、アドバンテスト（2023/10/1、1:4）、イ
ビデン（2026/1/1、1:2）、ＳＣＲＥＥＮホールディングス（2023/10/1 、
1:2）（2026/4/1、1:2）、弘電社（2024/4/1、1:5）、村田製作所
（2023/10/1、1:3）、東京応化工業（2024/1/1、1:3）、フクダ電子
（2022/12/1、1:2）

投資単位が１００万円以上の会社（６月３０日時点）②



 

 

「更なる少額投資の実現に向けた制度・実務ワーキング・グループ」について 

 

 

1. 目的 

・ より一層日本株に投資しやすい環境を整備すべく、更なる少額投資を実現するための具体

的な施策等について、「少額投資の在り方に関する勉強会」における議論等を踏まえて検討

を行う 

 

2. 参加メンバー 

・ 取引参加者、機関投資家、証券代行機関、上場会社 

・ オブザーバーとして、関係当局、業界団体 

 

3. 主な検討テーマ 

・ これまでの投資単位の引下げに関する取組や直近の投資単位の状況の評価 

・ 更なる少額投資を実現するための具体的な施策や上場会社の負担軽減に向けた取組（株主

向け書面の削減等） 

 

4. 運営方法 

・ ２０２６年１０月以降、複数回開催 

 

以 上 
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